
広報さいじょう　2010　8月号 10

　

平
成
27
年
12
月
31
日
ま
で
に
耐

震
改
修
工
事
を
し
た
住
宅
は
、
次

の
要
件
す
べ
て
を
満
た
す
場
合
、

申
告
に
よ
っ
て
固
定
資
産
税
が
一

定
期
間
減
額
さ
れ
ま
す
。

■
要
件

○
昭
和
57
年
１
月
１
日
以
前
か
ら

　

現
存
す
る
住
宅
で
あ
る
こ
と

○
建
築
基
準
法
に
基
づ
く
現
行
の

　

耐
震
基
準
を
満
た
す
改
修
工
事

　

で
あ
る
こ
と

○
工
事
費
用
が
一
戸
当
た
り
30
万

　

円
以
上
で
あ
る
こ
と

■
減
額
の
割
合

　

適
用
範
囲
に
相
当
す
る
税
額
の

２
分
の
１
を
減
額
し
ま
す
。

■
減
額
の
適
用
範
囲

　

適
用
範
囲
は
住
宅
部
分
で
、
１

戸
当
た
り
１
２
０
平
方
㍍
ま
で
と

な
り
ま
す
。

■
減
額
さ
れ
る
期
間

○
工
事
期
間
が
平
成
22
～
24
年
の

　

場
合
は
、
翌
年
度
分
か
ら
２
年

　

度
間
を
減
額
し
ま
す
。

○
工
事
期
間
が
平
成
25
～
27
年
の

　

場
合
は
、
翌
年
度
分
を
減
額
し

　

ま
す
。

■
申
告
方
法

　

工
事
完
了
の
日
か
ら
原
則
３
カ

月
以
内
に
、
要
件
を
満
た
す
こ
と

の
証
明
書
を
添
付
し
て
、
担
当
課

へ
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

■
問
合
せ

○
市
庁
舎
本
館
資
産
税
課

　

資
産
税
係

ＴＥＬ
０
８
９
７

－

５
２

－

１
２
７
６

○
各
総
合
支
所

　

税
務
課
税
務
係
（
東
予
）

　

総
務
課
税
務
係
（
丹
原
・
小
松
）

　

総
務
省
で
は
、
経
済
的
な
理
由

等
で
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
が
視
聴

で
き
な
い
世
帯
に
対
し
、
簡
易
な

チ
ュ
ー
ナ
ー
を
無
償
給
付
す
る
な

ど
の
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
支
援
の
申
込
受
付
期
間
が

延
長
さ
れ
、
平
成
22
年
12
月
28
日

㈫
ま
で
受
付
が
継
続
さ
れ
ま
す
。

■
支
援
の
内
容

○
簡
易
チ
ュ
ー
ナ
ー
の
無
償
給
付

○
ア
ン
テ
ナ
工
事
な
ど
が
必
要
な

　

場
合
、
無
償
工
事
等
の
実
施

※
支
援
は
現
物
給
付
で
す
。

■
対
象　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当

し
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
放
送
受
信
料
が
全

額
免
除
と
な
っ
て
い
る
世
帯

○
生
活
保
護
な
ど
の
公
的
扶
助
を

　

受
け
て
い
る
世
帯

○
障
害
者
が
い
る
世
帯
で
、
か
つ

　

世
帯
全
員
が
市
民
税
非
課
税
の

　

世
帯

○
社
会
福
祉
事
業
施
設
に
入
所
さ

　

れ
て
い
る
方

■
問
合
せ　

総
務
省　

地
デ
ジ
チ

ュ
ー
ナ
ー
支
援
実
施
セ
ン
タ
ー

ＴＥＬ
０
５
７
０

－

０
３
３
８
４
０

※
受
付
は
、
月
～
金
曜
日
は
9
時

　

～
21
時
、
土
・
日
曜
・
祝
日
は

　

9
時
～
18
時
。　

■西条市庁舎
　℡0897－56－5151

■東予総合支所
　℡0898－64－2700

■丹原総合支所
　℡0898－68－7300

■小松総合支所
　℡0898－72－2111

市役所への
お問い合わせ先

耐
震
改
修
工
事
を
行
う
住
宅
の

固
定
資
産
税
を
減
額
し
ま
す

木造住宅耐震診断補助制度

県登録の専門家による耐震診断を受診して、お家の耐震性を確認しましょう！
市では耐震診断を受けられる方を対象に、費用の一部補助制度を実施します。

■対象となる住宅
　昭和56年５月31日以前に着工された２階建て以下の一戸
建て木造住宅で、延べ面積が500㎡以下のもの

■補助金の額
　耐震診断に要する経費の３分の２以内（限度額２万円）

■申込期間　８月２日㈪～11月30日㈫　
※先着100戸限定です。申し込みはお早めに。

■申込方法
　担当課窓口へお気軽にご相談ください。担当者が分かり
やすくご説明します。電話での相談も可能です。

■ご注意　悪質業者による耐震診断、耐震改修工事のトラ
ブルには十分気をつけてください。

問合せ　　○市庁舎別館建築審査課　建築指導係　℡0897－52－1554　　○各総合支所建設管理課　建設管理係

耐震診断を受けた後に耐震改修を行った場合、固定資
産税と所得税の減額制度があります。（申請が必要）

地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
受
信
支
援

申
込
受
付
期
間
を

12
月
28
日
㈫
ま
で
延
長
し
ま
す


